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民間企業における競争環境と研究開発投資の実態と問題意識 

 

 
○小沼良直（(株)テクノリサーチ研究所），榊原清則（法政大学） 

 

 

 
１．概要 

民間企業はリ－マンショック後の収益悪化や、国内外の競争激化など、厳しい経営環境に置かれているが、

本発表は、これらの環境変化が研究開発に及ぼす影響を探るため、競争環境の問題、研究開発費総額の考え

方、中長期と短期の研究開発のバランスの変化、研究開発の困難さなどについて、これまで定性的にはいろ

いろと言われてきたことをアンケート調査で定量的に裏付け、さらにヒアリング調査により企業の考え

方の事例を得て実態と問題意識をまとめたものである。 

 

２．調査実施方法 

  本発表に使用するデータは、2010 年度 経済産業省産業技術調査「日本企業の研究開発投資効率に係

るオープン・イノベーションの定量的評価等に関する調査」のものであり、アンケート及びヒアリング

により調査を行った。（アンケート及びヒアリング実施期間：2010 年 11 月 25 日～2011 年 2 月 18 日） 

アンケート

調査対象 

発送：日本企業 4,532 社(研究開発に係る業種から抽出､上場 2,155 社､未上場 2,377 社)

回収:907 社（回収率 20.0％） 

ヒアリング

調査対象 

日本企業:12 社（電気機器､機械､自動車､造船､鉄鋼､情報通信､電気・ガス､製薬､化学）

欧米企業:Philips､Boeing､IBM､Akzo Nobel､DSM､P&G､Unilever 

 

３．調査結果 

3-1 日本企業に対するアンケート調査結果 

①競争環境 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

6.2 

6.3 

7.3 

7.5 

6.1 

4.9 

6.1 

6.2 

6.8 

5.9 

6.3 

6.3 

3.3 

6.6 

10.0 

4.8 

6.6 

5.5 

5.9 

6.1 

7.3 

3.8 

3.7 

2.7 

2.5 

3.9 

5.1 

3.9 

3.8 

3.2 

4.1 

3.7 

3.7 

6.7 

3.4 

0.0 

5.3 

3.4 

4.5 

4.1 

3.9 

2.7 

全体(n=847)

電気機器(n=87)

輸送用機器（自動車）(n=45)
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繊維製品(n=18)

情報・通信(n=55)

電気・ガス(n=11)

パルプ・紙(n=12)
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ゴム製品(n=12)

ガラス・土石製品(n=26)

鉄鋼(n=27)

非鉄金属(n=15)

金属製品(n=54)

建設(n=73)

低価格競争に突入した製品 価格を維持できている製品

質問：低価格競争に突入した製品と価格を維持できている

製品の数のおおまかな割合をお答え下さい。 

単位：割

○一部の業種を除いて、自社製品の６割以上が低価格

競争に突入したと考えている。 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ａ．為替レート(n=877)

ｂ．貿易相手国などの関税率(n=864)

ｃ．法人税率(n=865)

ｄ．国内全体の景気動向(n=877)

ｅ．欧米の景気動向(n=869)

ｆ．アジア圏の景気動向(n=869)

ｇ．製品安全等の各種規制対応(n=869)

全
体

かなり大きい ある程度ある ほとんどない

質問：企業の収益性という点で、考えられる外部要因に

ごとに収支に与える影響の大きさについて、該当

するものに○をつけて下さい。 

○収益性に及ぼす外部要因の影響度分布

は、全業種的には、為替レート、景気動

向などが大きく影響している。 



― 878―

  ②ビジネスモデル構築 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  ③研究開発が困難となった背景 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

収益面で苦戦、ビジネス
モデルに問題あり

収益面で良好、ビジネス
モデルに問題あり

収益面で苦戦、ビジネス
モデルに問題なし

収益面で良好、ビジネス
モデルに問題なし

58.5% 17.7% 

18.1% 

5.7% 

ビジネスモデル

に問題あり 
計：76.2% 

ビジネスモデル

に問題なし 
計：23.8% 

質問：ビジネスモデルはうまくいっているでしょうか。 

○ビジネスモデルに問題があると考えている企業

の割合は高い。 

21.4%

76.8%

28.6%

1.3%

22.3%

57.3%

10.5%

3.3%

22.2%

3.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%

利益が出る部分でビジネスをしていない

コストダウンの圧力で売上－利益の維持…

ニッチな領域でビジネス展開

知財権の問題で儲からない

競合メーカーが参入しやすい

市場自体が成熟

コストがかかる場所で研究開発・生産

割高でも関連会社へ発注

為替レートなどの外部要因

その他

全体(n=668)

質問：ビジネスモデルのどこに問題があると

お考えでしょうか？（複数選択可） 

○「コストダウンへの圧力」、「市場が成熟」

を問題と考えている企業が多い。 

苦手である

苦手ではない

質問：ビジネスモデル構築について、苦手意識はあり

ますか？ 

N=884 

N=882 

○ビジネスモデル構築に対する苦手意識は

強い。 

61.0%

61.2%

33.9%

12.9%

35.8%

7.3%

2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

人材が不足しているから

顧客ニーズ優先だから

考えなくてもうまくいっていたから

構築方法がわからないから

なかなかうまくいかないから

情報が不足しているから

その他

全体(n=634)

質問：ビジネスモデル構築を苦手とする要因として、

どのようなものが考えられますか？ 

＊顧客ニーズ優先：「顧客ニーズ

優先で自ら戦略立案した経験

に乏しい」という意味 

○「人材不足」や「顧客ニーズ優先で自ら戦略立

案した経験に乏しい」を挙げた企業が多い。

81.3%

79.3%

74.3%

81.0%

18.7%

20.7%

25.7%

19.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%

ａ．高度化・複雑化した(n=850)

ｂ．方向性を探ることがことが難しくなった(n=852)

ｃ．時間・費用が増した(n=848)

ｄ．成果につなげることが難しくなった(n=849)

全
体

当てはまる 当てはまらない

質問：フロントランナーとなり、模倣よりも新たなものを生み出すことが従来以上に求められるになったこと

が研究開発に与えた影響について、当てはまるかどうかを選んで下さい。 

○上記の全ての項目について「当てはまる」と回答した企業が多く、日本企業がフロントランナー

になると共に、研究開発を進めていくのが難しくなってきた状況が表れている。 

71.8% 

28.2% 



― 879―

  ④研究開発費総額の考え方 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  ⑤研究開発の短期化傾向 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3-2 日本企業及び欧米企業ヒアリング結果 

項目 対象 主なコメント 

研究開発に

おける変化 

日本 

企業 

・昔と比べて技術の幅が拡大。開発期間も長期化、人数も増加傾向。成功確率も

悪くなり、製品サイクルも短期化。ターゲットもよりファジーになった。【機械】

・リーマンショック以降、マーケット・イン的に変えようとしている。【自動車】

・競争環境の変化や、新興国の急速な追い上げに伴い、対象とする研究開発分野

の高度化・複雑化が進行している。【鉄鋼】 
・昔は新しい素材ができればブレークスルーにつながった。今は活用方法まで考

えないとブレークスルーにつながらない。また消費者ニーズは多様化。【化学】

・昔と同じような成果を出そうとすると今は１００倍位の費用が必要。【医薬品】

・毎年新しい製品コンセプトを考えなければならない。【電気・ガス】 

欧米 

企業 

・研究開発の複雑化は感じている。かつてはテクノロジー・プッシュで研究開発

を行うことができたが、今はニーズも多様化しており、多くの技術を集積しな

いと実現できなくなっている。今は基本的な欲求は満たされてしまったため、

より「意味のあるもの」を追求しなければならなくなった。【Philips】 

研究開発投

資の考え方 

欧米 

企業 

・リーマンショック後でも研究開発費を削ることはしていない。ノキアやシーメ

ンスも同様では。研究開発の必要性に対するトップの理解はある。【Philips】 

・リーマンショック後でも研究開発費はほとんど変化していない。【Akzo Nobel】

・研究開発投資はコンスタントに行っている。【Unilever】 

中長期優先

変わらない

短期優先

中長期が増えている

変わらない

短期が増えている

質問：研究開発費の総額はどのようにして決定している

でしょうか？最も近いものを１つ選んで下さい。

21.5%

26.4%

17.4%

13.0%

28.5%

29.3%

28.2%

26.0%

26.4%

19.9%

32.4%

36.6%

21.0%

22.5%

20.2%

17.1%

2.6%

2.0%

1.7%

7.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=868)

大企業(n=458)

中堅企業(n=287)

中小企業(n=123)

売上高に対する比率で 投資可能な上限額で

必要額の積み上げで 複数部門が独自の考え方で

その他

○研究開発費の総額は企業規模が大きくなるにつ

れて売上高比率や上限枠により決められる傾向。

質問：研究開発費の総額は、経営状態に左右されるで

しょうか？最も近いものを１つ選んで下さい。

55.9%

61.9%

49.7%

48.4%

38.9%

34.6%

42.4%

46.7%

5.2%

3.5%

8.0%

4.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=869)

大企業(n=459)

中堅企業(n=288)

中小企業(n=122)

経営状況に左右される 経営状況に関係なく維持・増額 経営状況に関係なく減額

○企業規模が大きくなるとともに、研究開発

費の総額が経営状態に左右される傾向。 

質問：中長期的な研究開発（５～１０年程度）と、短期

的な研究開発（１～４年程度）の費用の比率は、

１０年前と比べていかがですか？ 

○全体的に「短期的な研究開発が増えている」と

「変わらない」と回答した企業が多い。 

N=858 

43.5% 

43.8% 

12.7% 

質問：研究開発費の総額が減らされる場合にはどの

ような対応を取ることが多いでしょうか？ 

1.3% 

25.6% 

73.1%

N=457 

○研究開発予算の総額が減らされる場合、

「短期優先」の企業が多く、「中長期優先」

となる企業は非常に少ない。 
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４．調査結果のまとめと問題意識 

4-1 競争環境 

〔調査結果のまとめ〕 

・一部の業種を除いて、自社製品の６割以上が低価格競争に突入したと考えている。 
・収益性に及ぼす外部要因の影響度分布は、全業種的には為替レート、景気動向などが大きく影響し

ている。 

〔問題意識〕 

  ・一般的に日本企業は、技術力は高いが収益性が低いとよく言われるが、低価格競争や為替レート、

景気動向などの外部要因の影響もかなり大きいと考えられる。これらの要因は、今後しばらくの間、

多くの日本企業にとって厳しい状態のまま継続することも考えられるため、海外への進出拡大や企

業間合併など、多くの企業にとって様々な経営戦略の見直しが求められると考える。 

 
4-2 ビジネスモデル構築 

〔調査結果のまとめ〕 

・ビジネスモデルに問題があると考えている企業の割合は高く、その内容としては「コストダウンへ

の圧力」、「市場が成熟」をあげた企業が多い。 
・ビジネスモデル構築に対する苦手意識は強く、その要因としては「人材不足」や「顧客ニーズ優先

で自ら戦略立案した経験に乏しい」を挙げた企業が多い。 

〔問題意識〕 

  ・「コストダウンへの圧力」は前述の低価格競争とも連動し、「市場が成熟」は日本も先進国となり、

基本的な要求は満たされてきたことも要因として考えられる。こうした中では戦略が重要となるが、

ビジネスモデル構築に対する苦手意識は強く、その要因として人材や経験不足があげられているが、

学校教育や企業内人材育成も含めてどのように強化していくのかは、今後の大きな課題である。 

 
4-3 研究開発が困難となった背景 

〔調査結果のまとめ〕 

・アンケートでは日本企業がフロントランナーとなったことにより、研究開発において「高度化・複

雑化」、「方向性を探ることが困難」、「時間・費用の増加」、「成果につなげることが難しくなった」

と認識している企業の割合は高く、ヒアリングでも同様のコメントが得られている。 

〔問題意識〕 

  ・こうした問題は日本企業がフロントランナーになったことから生じているともいえるが、研究開発

のマネジメントの在り方にも大きな影響を与える要因と考える。 

 
4-4 研究開発費総額の考え方 

〔調査結果のまとめ〕 

・日本企業は企業規模が大きくなるにつれ、売上などの経営状況により、研究開発費総額が左右され

る傾向があるが、ヒアリング対象の欧米企業ではリーマンショック後も維持する姿勢が見られる。 

〔問題意識〕 

  ・日本企業においても、より多くの企業が経営状態に関わらず研究開発費を維持・増加させることが

望ましいと考える。 

 
4-5 研究開発の短期化傾向 

〔調査結果のまとめ〕 

・全体的に１０年前と比べて「短期的な研究開発が増えている」と「変わらない」と回答した企業が

多く、「中長期的な研究開発が増えている」と回答した企業は少ない。 
・研究開発予算の総額が減らされる場合、「短期優先」の企業が多く、「中長期優先」となる企業は非

常に少ない。 

〔問題意識〕 

  ・研究開発における短期化の原因は、様々なものが考えられるが、短期の研究開発が増え、中長期の

研究開発が減ると、大物のテーマが減り、将来に向けて大ヒットとなる技術・製品が生まれにくく

なることが懸念される。 




